
戦傷病者等の妻に対する特別給付金の
請求に関するお知らせ

このお知らせは、「恩給法による増加非公死扶助料等」や「戦傷病者戦没者遺族等援護法によ

る遺族年金等」などを受給している戦傷病者等の妻の方にお送りしています。

【支給対象となる方】

次の①及び②に該当する方

①「第二十三回特別給付金」または「第二十五回特別給付金」の受給権

を取得された戦傷病者等の妻の方

② 夫である戦傷病者等が、平成25年4月１日から平成28年３月31日まで

の間に、一般の怪我や病気で死亡された方

→ 支給対象者の要件については、同封の「第十三回特別給付金の支給対象者早見表」
でご確認ください。

【支給される特別給付金】

国債の名称 第十三回特別給付金国庫債券（た号）

額 面 5万円（５年償還の記名国債）

け が

（裏面もお読みください）

令和３年10月１日から戦傷病者等の妻に対する特別給付金（第十三回た号）の請求受付が開始

されました。この特別給付金は、戦傷病者等の妻の方のご労苦に対して、国として特別の を

行うために支給するものです。
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【 このお知らせの照会先 】

厚生労働省社会・援護局援護・業務課給付係

（代表）03-5253-1111内線 4521 または 3426

【請求期間】

令和3年10月1日(金)から令和6年9月30日(月)
※ この特別給付金を受けるためには、お住まいの市区町村窓口での請求手続きが必要で

す。請求期間を過ぎると、第十三回特別給付金国庫債券た号を受けることができなく
なりますので、ご注意ください。

【請求窓口】

お住まいの市区町村の援護担当課

（市区町村の窓口は、同封の「請求窓口一覧」をご覧ください）



支給対象者となる可能性がある方は、お住まいの市区町村の窓口で請求手続きを行ってく
ださい。なお、このお知らせを受け取られた方でも、特別給付金の支給対象とならない場合
があります。

【請求手続方法】

 請求窓口 お住まいの市区町村の援護担当課
（市区町村の窓口は、同封の「請求窓口一覧」をご覧ください）

 提出書類

１．戦傷病者等の妻に対する特別給付金請求書（同封）

２．第十三回特別給付金国庫債券印鑑等届出書（同封）

３．請求者の令和３年１０月１日現在の戸籍謄（抄）本

４．戦傷病者等の除籍抄本

＊ 上記の他に、請求者の状況によって提出が必要な書類があります。
なお、郵送での請求もできます。

 留意事項

● 同封の請求書及び印鑑等届出書には、厚生労働省で把握している情報をあらかじめ記
載しています。転居により住所変更したなど、記載内容に変更がある場合は、二重線を
引いて、余白に正しい情報を加筆・修正してください。

● 請求者ご本人が市区町村の窓口まで行くことができない場合は、ご家族の方等が代
わって手続きを行うことができます。その場合は、同封の「委任状」に必要事項を記入
し、請求書類と一緒にご提出ください。

● 成年後見人等が請求手続きを行う場合は、成年後見人等であることを確認できる書類
（登記事項証明書等）をご提出ください。

● 支給対象者が、請求をしないまま令和３年１０月１日以後に亡くなられた場合は、そ
の相続人がご自身のお名前で特別給付金を請求することができます。

 本人確認について

請求手続きを行う際には、以下の本人確認書類をご持参ください。

郵送による請求の場合は、写しを請求書に同封してください。

＊ 請求者本人が請求手続きを行う場合：
①印字された請求書（同封）
②戸籍謄本（提出書類）

＊ 請求者の成年後見人等又は相続人が請求手続きを行う場合：
①登記事項証明書等又は相続人の現在の戸籍書類（提出書類）
②本人確認書類１点（例：運転免許証、旅券（パスポート）、住民基本台帳カード、年金手帳等）

＊ 委任状による代理人に請求手続きを依頼する場合：
委任者（請求者）及び受任者（代理人）双方の本人確認書類
※ 詳しくは委任状（同封）下欄をご確認ください。

提出書類や請求手続きなどの詳細や不明点については、お住まいの市区町村の援護担

当課にご相談ください。


